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第２章 研究内容報告 

 

1．大学施設 BEMS 改良及び週休二日制導入とコロナ禍がエネルギー消費量に与えた影響

分析 

(1) 研究概要 

本研究は、大学施設の継続的な省エネルギーの実現を目的として、エネルギー消費量の新型コロ

ナウイルス感染症の影響分析、完全週休 2 日制によるエネルギー消費量の増減要因の分析、BEMS

表示情報の改良を実施した。対象の建物は、愛知工業大学八草キャンパス内にある新 2号館である。 

大型モニターには、新 2 号館の使用者に対し、現在のエネルギー使用状況を把握してもらうこと

を目的に 2016 年からエネルギー消費量の変化を表示している。その後、2017 年及び 2019 年にも表

示内容の変更などの改善が行われているが、今年度は視認性の向上を目指し、表示画面のデザイン

変更と変更に伴う VBA の改良作業を行った。 

2019 年末からの新型コロナウイルスの感染拡大、また大学が 2021 年 4 月から完全週休 2 日制と

なったため、これらの変化がエネルギー消費量に与える影響について分析を行った。コロナウイル

スの影響については、前期は大学の入構禁止措置などもありエネルギー消費量は減少したが、後期

には対面授業も開始され、換気の増加や気象条件の影響もあり過年度より増加し、年間としても若

干増加する結果となった。完全週休 2 日制の影響については、エネルギー消費量の傾向としては土

曜日と日曜日が近づくことは確認できたが、ベース電力の増加により平日と土曜日のエネルギー消

費量の差は過年度よりも縮小し、土曜日のエネルギー消費量自体は減少しなかった。 

 

(2) 研究内容報告 
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(3）主な使用機器 

・備品登録名：パーソナルコンピュータ（本体）, 資産番号：42100282 

・備品登録名：WEB サーバ搭載広域分散型・遠隔計測システム, 資産番号：4150 
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2．インバータ電源大量導入時における電力系統の電圧制御に関する研究 

(1) 研究概要 

近年，導入が進む太陽光発電や風力発電では一般に電流制御形インバータが使用されるため，電

圧維持能力の観点では同期発電機を用いた火力発電などの在来型電源より劣る。また，これらの電

源は電力システム末端部に接続されることが多いため，これらが大量に連系された電力系統では電

圧変動や電圧安定性など電圧に係わる技術課題の生じることが懸念される。 

本研究では，インバータ電源の導入時の電圧問題について，背後インピーダンスの R/X 比，短絡

容量比をパラメータとして，インバータの力率と電圧の観点から分析を行った。具体的には，一機

無限大母線系統モデルに，電力については短絡容量を，電圧については無限大母線の電圧を用い規

格化することで，インバータ力率などをパラメータとした P-V 曲線を作成した。それを用いて，イ

ンバータ端電圧を一定に制御した場合における背後インピーダンスの R/X 比とインバータ力率の

関係について分析した。その結果，インバータ端電圧を無限大母線電圧の 1.03 倍程度とすれば，送

電系統，高圧配電系統を想定する R/X 比 1.0 程度まで，それぞれの R/X 比に合わせた適切なインバ

ータ力率であれば，ほぼ一定力率での運転が可能であることを示した。 

 

(2) 研究内容報告 
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(3) 主な使用機器 

・固定資産登録品名：ノートパソコン, 資産番号：42000841 
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3．系統周波数低下時における風力発電の慣性応答の可能性評価 

(1) 研究概要 

近年，資源の枯渇や地球温暖化への懸念から，電力系統へ太陽光や風力といった，再生可能エネ

ルギー電源の導入量が増加している。再エネ電源はインバータを介して電力系統へ接続され，これ

らの電源が増加すると相対的に同期発電機の割合が減少し，系統の慣性が低下する。その結果，系

統事故が生じた際には，周波数を一定に保つ力が弱くなるため，周波数変動が増大する恐れがある。

一方，近年の風力発電機では高速な出力制御が可能であり，系統事故時には風車出力を制御するこ

とで同期発電機のような慣性を疑似することが可能である。 

そこで本研究では，風力発電の慣性応答の可能性についてシミュレーションにより評価すした。

その結果，単位慣性定数 10s の可変速風力発電を対象とした場合，5～10%かつ数十秒程度の出力増

大は風車失速等を起こすことがなく，実現の可能性があることが分かった。ただし出力制御をした

際の風車回転数の回復方法の検討や，風車の出力制御を織り込んだ電力系統での周波数変化の解析，

周波数検出方法の検討は今後の課題である。 

 

(2) 研究内容報告 
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(3) 主な使用機器 

・固定資産登録品名：ノートパソコン, 資産番号：42000841 
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4．面電流磁気センサのベクトル的検出を用いた部分放電電磁波の伝搬方向推定に関する研

究 および 5．面電流磁気センサの感度特性向上のための新たな構造の検討 

(1) 研究概要 

電力機器内の異常に伴う現象の 1 つである部分放電(PD)の電磁波を，環境電磁工学(EMC)の分野

で開発された面電流センサにより検出する方法を検討した。電界と磁界の両者を同時に測定する従

来の面電流センサに対して磁界のみを検出する面電流磁気センサなる新型のセンサを提案する。面

電流磁気センサは PD による高周波電磁波をベクトル的に検出可能という特性があり，このセンサ

を用いることで伝搬方向のより詳細な検出が期待される。本研究では面電流磁気センサを用いた電

磁波の伝搬方向推定，及び、面電流磁気センサの感度向上策を検討しており、研究成果は以下のと

おりである。 

①面電流磁気センサと電界センサを組み合わせることで、全方向からの部分放電電磁波の伝搬方向

の推定が可能であることを明らかにした． 

②面電流磁気センサの 1 ターンコイルに銅板を使用することで、感度が飛躍的に向上することを確

かめた。 

 

(2) 研究内容報告 
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6．電力システムにおける再生可能エネルギーの有効・安全利用に関する研究 

(1) 研究概要 

近年，脱炭素社会へ向け，再生可能エネルギーの利用が拡大している。そこで，本研究では，太

陽光発電（PV）装置の有効利用のために，配電系統に導入可能な PV 装置の最大容量に関する研究

を行っている。また，電気エネルギーの安全利用のために，万一の系統故障に対応できる新しい電

流遮断技術の開発として，交流側では SF6 消弧ガスの代替消弧ガスの探索を実施した。さらに，PV

装置は直流で発電しているので，直流を安全に利用するために，遮断技術の向上を目指した研究を

行った。 

大容量 PV 装置が配電系統に導入された場合についての研究内容および成果は次の通りである。 

末端に PV装置が連系した系統の線路途中に PV装置もしくは抵抗負荷が連系した場合を想定し，

線路途中に連系した PV 装置若しくは抵抗負荷の連系位置によって，系統安定及び配変に流れ込む

有効電力にどのような影響を与えるのかについても検討した。 

（a） 線路途中に PV 装置が連系した場合  

PV 装置が連系した場合，その連系位置が配変に比較的近い位置で，線路末端 PCS の安定限界が

最も高くなり，配変に流入する電力も高いことを確認した。 

（b） 線路途中に抵抗負荷が連系した場合 

抵抗負荷を連系した場合，（a）の結果とは対照的に，配変に近いところに連系されると末端 PCS

の安定限界が最も低くなり，線路末端に近いほど末端 PCS の安定限界は高くなることを確認した。

さらに配変に流入する電力も同様に高くなることが分かった。 

以上のことから，配電系統の線路途中に PV 装置を連系する場合は配変に近い位置に連系し，抵

抗負荷を連系する場合は線路末端に近い位置に連系すると，系統の安定及び電力の有効利用に繋が

ることを明らかにした。 

 

(2) 研究内容報告 
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7．冬季日本海沿岸地域における風力発電所避雷塔の雷保護効果と落雷状況に関する研究 

(1) 研究概要 

温室効果ガスを排出せず，国内で生産できる再生可能エネルギーは，エネルギー安全保障にも寄

与できる重要な低炭素エネルギーである。なかでも風力発電は特に注目を集めており，2020 年にお

ける日本の風力発電施設の新規導入量は約 516 MW と過去最高の導入量となっている。また風力発

電所を設置するためのコスト低下や，洋上風力発電という新しい技術の登場により，今後もさらに

市場が拡大していくと予想されている。一方，自然要因による風力発電設備の故障原因においては，

落雷が最も多くの割合を占めている。特に冬季の日本海側で発生する冬季雷は，夏季の太平洋側で

発生する落雷よりも数 100 倍の電気量を持つものもあり，問題視されている。冬季雷が発生する日

本海側の，2020 年度末の地域別風力発電導入量は 1.57 GW であり，全体の 35.4 %を占めている。

そのため，冬季雷対策は風力発電を推進する上で大きな課題となっている。 

 上記より，発電の低炭素化により注目が集まる風力発電の更なる発電の安定化と落雷による被

害防止は共に考えていくべき問題であり，落雷の予測と雷被害対策は同時に進めていくべきと考え

る。このことから，本研究では風力発電を対象とした雷観測から得られた冬季の落雷様相と，冬季

雷が多発する日本海沿岸地域の落雷状況の調査研究を行い，その結果について示すことを目的とし

ている。 

そして，本調査研究より，落雷観測数の検討では，避雷塔は風車に発生する落雷を軽減している

ことが判明した。雷電流の検討では，避雷塔は風車よりも高い最大電流値を持つ落雷が多く観測さ

れた。落雷観測時の気温の検討では，1 ℃未満の気温下では，避雷塔よりも風車への落雷数が多か

った。落雷観測時の風向の検討では，地上の風向割合は，避雷塔，風車共にほぼ等しい割合であっ

たが，高層での風向割合は，風車の西方向の風向割合が避雷塔と比較して少なかった。これは，西

方向からの落雷を北西方向の避雷塔が引きつけたためだと考える。以上の検討により，避雷塔の避

雷効果は常に一定ではなく，環境の条件が変化することにより避雷効果も変化すると考えられた。 

 避雷塔の避雷効果が増減する条件を確認することはできたが，なぜその条件下で避雷効果が変

化するのかまでは明らかにできなかった。また，落雷時期の遷移は確認できたが，なぜ落雷時期が

変化しているのかも現時点では不明のままである。今後，これらの解明課題の一つと考える。 
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(2) 研究内容報告 
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(3) 主な使用機器 

・固定資産登録品名：パーソナルコンピュータ（本体）, 資産番号：41500441 
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8．マイクロシステムの省エネルギーに関する研究 

(1) 研究概要 

本研究の最終目標は，省エネルギーに資する電力システム，特に小型機械（マイクロシステム）

のための電源システムを明らかにすることである。今日では，様々な機器・装置が電力によって駆

動され，電力なしでは社会生活は成り立たない。電力は需要と供給のバランスが重要であるが，発

電設備により発生した電力は，送電・消費の際に損失が発生する。その損失を低減することは，限

りある電力を有効に活用するために重要な課題である。 

電力の送電には一般的な 50Hz/60Hz の交流による送電の他に直流送電がある。それらの優劣につ

いては様々な議論があるが，それらの中間の 5Hz から 12Hz 程度の周波数を利用する低周波送電に

も一定の優位性があることをこれまでに示してきた。低周波送電は送電時の電力損失を低減するこ

とができる。ミニモデル実験により低周波送電の有効性を示し，理論値との差異をシミュレーショ

ンによって明らかにすることを目的とする。 

近年の電気機器は，コンピュータ等の直流電力で駆動されるものが多い。その直流電圧を昇圧・

降圧して使用機器に適した電圧に変換する変換器において損失が生じる。損失は主に半導体素子の

スイッチングにより生じるが，ソフトスイッチング技術を用いることにより低減できる。そこで，

ソフトスイッチングの実現が容易な LLC コンバータを用いた低損失変換器のシミュレーションと

実験を行い，製作した LLC コンバータの性能評価を目的とする。LLC コンバータはスイッチング

周波数を変更することにより出力電圧を制御するため，トランスの特性を事前に明らかにしなけれ

ばならない。 

小形の装置には，小型であることにふさわしい電力の供給方法が存在すると考えられる。特に小

型移動ロボットへの電力供給は，非接触であることが期待される。しかし，小型移動ロボットを駆

動するアクチュエータが誘導性負荷・容量性負荷の混在であるため，効率的な電力供給ができなか

った。そこで，シミュレーションと実験により，Automatic Tuning Assist Circuit (ATAC)方式を用い

た磁界共振型非接触電力伝送の回路設計を目的とする。ATAC 方式を用いた磁界共振非接触電力供

給は力率を高くすることが可能であり，高い効率の電力供給が期待できる。 

これらの要素技術は，それぞれに成果を得ることができた。一方，要素技術単体での効果は小さ

く，各要素技術を有機的に連携し，多数の電力変換機器が集合した場合の消費電力がどのようにな

るのか，また，瞬時電力にどのような影響があるのかについて，今後，取り組む予定である。 
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(2) 研究内容報告 
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(3) 主な使用機器 

・固定資産登録品名：電流プローブ, 資産番号：42100392 
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9．行動経済学を考慮した省エネルギー 

(1) 研究概要 

電力システムをはじめとするエネルギーシステムにおいて，エネルギーを消費するエネルギー需

要はシステム全体の性能に大きな影響を及ぼす重要な因子であるが，これまで外生的に与えられる

ことが多く，その構成や挙動を解明することは供給側の研究に比べてあまり着目されてきていない。

近年では，建物・地域レベルのエネルギーマネジメントシステム（EMS）が注目されるようになり，

エネルギー需要自体をシステムの制御対象と位置付け，管理・調整することが必要となっている。 

そこで国内においては，エネルギー需要を計画・管理の対象とするための学問領域として「エネ

ルギー需要科学」を位置づけ，エネルギーシステムの性能向上や長期的な革新に向けて，新しい学

問領域として「エネルギー需要」が提案されている。 

このエネルギー需要においては，人の行動，人の意思などが大きく影響することが報告されてい

る。本研究では，特に空調機器の消費電力に注目し，空調機器の消費電力に影響を与える要素につ

いて検討を実施した。 

 

(2) 研究内容報告 
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(3) 主な使用機器 

・固定資産登録品名：クランプオンプローブ,  資産番号：42001089 

・固定資産登録品名：クランプオンプローブ,  資産番号：42001090 

・固定資産登録品名：電源品質アナライザセット PQ3198-92,  資産番号：42001092 
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10．マイクログリッドの受電点における電力制御手法の一検討 

(1) 研究概要 

2020 年 10 月に日本は，「2050 年までに，温室効果ガスの排出を全体としてゼロにするとして，

カーボンニュートラル，脱炭素社会の実現を目指す。」ことを目標にした。このため，社会におい

ては電化が進んでいくものと予想されるため，「再生可能エネルギーの主力電源化」，「徹底した

省エネルギー社会の実現」が要求される。特に，電力分野における脱炭素化に関して，洋上風力産

業，蓄電池産業を成長戦略として注目されている。 

著者らはこれまで，再生可能エネルギーが導入された系統にも対応できる給電制御手法をこれま

で開発してきた。特にこれまで開発してきたシステムにおいては，変換器の動作や再生可能エネル

ギーの導入拡大を中心に検討をしてきた。ここで近年の電力市場に注目すると，2016 年から完全自

由化が実施され，スポット市場，時間前市場などが開設されている。このため電力需給を保つため，

計画値の同時同量が要求されている。 

本論文では，これまで開発してきた給電手法が現在開設された電力市場においての利活用の可能

性について検討したので報告する。 

 

(2) 研究内容報告 
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(3) 主な使用機器 

・固定資産登録品名：パワーコンディショナ評価システム, 資産番号：41801216 

・固定資産登録品名：模擬配電系統設備電子負荷装置(1)-(4), 資産番号：41201426-41201429 

・固定資産登録品名：模擬配電系統設備直流電源装置(13)-(16), 資産番号：41201430-41201433 

・愛知工業大学 12 号館および新 2 号館 マイクログリッド 




